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令和５年度の活動予定（案） 

 

１ 会議の開催                                   

①定期総会（６月 23 日） 

〔議題〕前年度事業報告、前年度市決算報告、当年度事業計画、当年度市予算報告  

ほか 

②協議会（10月～11 月） 

〔議題〕当年度事業の進捗状況報告、各団体の課題協議 ほか 

 

２ 居住相談窓口の開設「みんなの住まいサポートたちかわ」〔立川市委託事業〕      

 

(1) 開設時期 令和５年４月～令和６年３月 

(2) 相談日時 
毎週木曜日（祝日・年末年始を除く） 

①13:30～14:15 ②14:45～15:30 ③16:00～16:45 

(3) 相談会場 

・立川市役所本庁舎３階打合せコーナー①番（原則） 

・相談者の状況・希望等により、相談者宅の近隣の公共施設、相談窓口

運営団体の事業所、相談者宅での相談も可。 

(4) 相 談 料 無料 

(5) 開設日数 50 日（令和５年度） 

◯ 令和６年度以降も継続予定 

 

３ 居住支援セミナーの開催〔立川市委託事業〕                     

 

(1) 開催日時 令和５年 12 月（調整中） 

(2) 開催会場 （調整中） 

(3) 主な対象 （調整中） 

(4) 内 容 
住宅セーフティネット制度の周知、普及・啓発を目的としたもの 

講師・テーマ等詳細は調整中 

(5) 参加料等 参加料・入場料 無料 

◯ 令和６年度以降も継続予定 

 

上記２・３の業務委託契約の相手方 一般社団法人 住まいと暮らしの相談室 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ 
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≪各種相談≫ 

≪居住相談の事前予約電話≫ 

≪居住相談窓口業務のフロー≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入居相談  入電⇒概要ヒアリング⇒面談アポイント⇒面談 

   

アセスメント  身体状況・経済状況・親族・交友関係状況の把握 

   

生活支援コーディネート  見守りやヘルパーなど必要な生活支援体制の調整 

   

物件情報収集  不動産協力店へ物件情報提供依頼書を送付、情報を収集 

   

物件情報提供  入居希望者の条件に合った物件情報の提供 

   

不動産協力店等連携  不動産協力店・居住支援法人へ連携 

   

家主支援  家主や管理会社からの相談（苦情や要望等）への対応 

 

 

 

 

 

 

  

相談者（住宅確保要配慮者） 

社会福祉協議会 
地域包括支援センター 
立川市各課窓口  など 

居住相談窓口「みんなの住まいサポートたちかわ」 

（運営：一般社団法人 住まいと暮らしの相談室） 

不動産協力店・居住支援法人へ 立川市から委託 
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４ 不動産協力店事業の拡充                              

 

（１）不動産協力店 

「不動産協力店」とは、居住支援協議会の活動趣旨に賛同し、居住相談窓口と連携しな

がら、住宅確保要配慮者の住まい探しに協力する立川市又は立川市に隣接する市に所在す

る不動産店（立川市内のみから拡充）で、協力店登録簿に登録された不動産店をいう。 

 

（２）登録の条件 

① 立川市居住支援協議会の趣旨に賛同していること。 

② 「公益社団法人東京都宅地建物取引業協会」又は「公益社団法人全日本不動産協会」

に所属している立川市又は立川市に隣接する市に所在する不動産事業者であること。 

③ 次のいずれかに該当しないこと。 

・ 宅地建物取引業法の免許を取得していない者 

・ 宅地建物取引業法に基づく免許取り消し処分を受けている者 

・ 宅地建物取引業法に基づく業務停止処分を受けており、当該業務停止の期間に登録

申請を行っている者 

・ 登録を取り消され、その取り消しの日から１年を経過しない者 

・ 立川市暴力団排除条例第２条第１号から第３号に掲げる者（暴力団、暴力団員、暴

力団関係者） 
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（３）居住相談窓口との連携 

① 協議会事務局から居住相談窓口へ協力店登録簿の情報を送付（登録簿更新の都度送付）

する。 

② 相談窓口から協力店に、相談者の希望条件等をＦＡＸ・電子メール等により連絡する。 

③ 協力店は、紹介できる物件がある場合には、その旨を相談窓口に連絡する。 

〔該当物件がない場合は、ここで終了〕 

④ 相談窓口と当該協力店で調整のうえ、相談窓口から相談者に当該協力店を紹介する。 

⑤ 相談者が当該協力店に直接訪問する（相談窓口担当者が同行する場合あり）。 

 

（４）その他 

・ 居住相談窓口での相談を介さず直接問い合わせることも可能 

→ 居住相談窓口を経れば、より適した物件を探すことも期待でき、居住支援・生活

支援サービスの案内等も受けられる。 

・ 令和６年度以降も継続予定 

 

 

５ 活動の周知                                    

（１）広報たちかわ 

・①会議の開催情報 ②居住相談窓口 ③居住支援セミナー開催・募集  

 

（２）立川市ホームページ 

・ 次の記事を掲載予定 

①居住支援協議会について ②居住相談窓口（みんなの住まいサポートたちかわ）  

③不動産協力店（募集） ④不動産協力店（紹介）  

⑤居住支援協議会設立総会（会議概要） 

⑥総会等会議の概要  ⑦居住支援セミナー（開催案内） 

 

（３）事業案内パンフレット・チラシ〔立川市委託事業〕 

・ 居住相談窓口を周知するためのパンフレット・チラシ及び居住支援セミナーのチラシ

作成 

・ 関係機関の窓口等に設置依頼 
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立川市居住支援協議会　事業の実施体制（イメージ）

不動産関係団体

・公益社団法人

東京都宅地建物取引業協会

第十二ブロック

・公益社団法人

全日本不動産協会

東京都本部多摩北支部

・独立行政法人

都市再生機構

・東京都住宅供給公社

立川市

・市民生活部長

・市民生活部住宅課長

・福祉保健部福祉総務課長

・福祉保健部地域福祉課長

・福祉保健部障害福祉課長

・福祉保健部生活福祉課長

・福祉保健部高齢福祉課長

【事務局】市民生活部住宅課

検
討
・
協
議

実施

フィードバック

住宅確保

要配慮者

家主・不動産

事業者等

業務委託 一般社団法人

住まいと暮らしの相談室

新たな取組みの検討

居住支援セミナー

居住相談窓口

立川市居住支援協議会

居住支援団体

・居住支援法人

株式会社こたつ生活介護・

・居住支援法人

一般社団法人介護グループふれあい

・社会福祉法人

立川市社会福祉協議会

・立川市地域包括支援センター

・一般財団法人

高齢者住宅財団

連
携

連携 連携

不動産協力店

物件情報の照会・提供

協力店の登録

業務委託

市ホームページに名称等を掲載・ステッカー交付


